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円 億円

基準価額と純資産総額の推移（設定来、2023/5/30～2025/12/30）

ファンドの騰落率は税引前分配金を再投資した場合の数値
です。騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。

表示単位未満を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合があります。

騰 落 率

1ヵ月 -1.4%

3ヵ月 25.2%

6ヵ月 52.0%

1  年 35.6%

3  年 -

設定来 58.2%

資産配分（純資産比率）

株式 98.0%

現金・その他 2.0%

合計 100.0%

分配実績 （1万口当たり、税引前、円）

第1期 2023年10月26日 0

第2期 2024年4月26日 100

第3期 2024年10月28日 100

第4期 2025年4月28日 0

第5期 2025年10月27日 100

合 計 300

基準価額・純資産総額

基準価額 15,424 円

前月比 -222円

純資産総額 7.3億円

前月比 -1.3 億円

日経新聞掲載名：世界の薬
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組入上位10銘柄

銘柄名
国・地域、業種

組入
比率

銘柄概要

1
バーテックス・ファーマシューティカルズ
米国、バイオテクノロジー

9.0%
重篤な疾患の治療のための低分子医薬品の創製と開発を行う世界的な
バイオ医薬品企業である。特に嚢胞性線維症の治療薬開発に力を入れて
おり、高い実績を上げている。

2
アムジェン
米国、バイオテクノロジー

7.7%
バイオ医薬品の草分け的な企業である。主要医薬品には、貧血治療薬の
エポジェンやアラネスプ、好中球減少症治療薬のニューポジェンやニューラス
タ、自己免疫疾患治療薬のエンブレルやオテズラがある。

3
ギリアド・サイエンシズ
米国、バイオテクノロジー

6.9%
ヒト免疫不全ウィルス、B型肝炎ウィルスおよびC型肝炎ウィルスを中心に、
有効な治療法が確立されていない生命を脅かす感染症治療のための新薬
を開発し製品化を行うバイオ医薬品企業である。

4
リジェネロン・ファーマシューティカルズ
米国、バイオテクノロジー

5.9%
眼病、心臓疾患、がん、炎症性疾患の治療薬の創薬、開発、製造、販売
を手掛けるバイオ医薬品企業である。

5
アストラゼネカ
英国、医薬品

4.3%
スウェーデンのアストラと英国のゼネカ・グループの合併により誕生したグロー
バル製薬企業で、がん、循環器・腎・代謝疾患、呼吸器・免疫疾患、ワク
チン・免疫療法を重点領域としている。

6
インスメッド
米国、医薬品

4.1%
代替治療の選択肢が限られている、あるいは、代替治療のない患者を対
象としているバイオ医薬品企業で、特に呼吸器疾患や免疫疾患の治療薬
の研究開発に注力している。

7
アルジェンＸ
オランダ、医薬品

3.8%
オランダに拠点を置くバイオ医薬品企業で、重度の自己免疫疾患やがんを
対象に、抗体治療薬の研究開発を行っている。

8
アルナイラム・ファーマシューティカルズ
米国、バイオテクノロジー

3.6%
リボ核酸干渉（RNAi）治療薬研究のリーダー的企業である。RNAiは特
定の遺伝子の働きだけを効率よく抑えることができるため、病気の治療や遺
伝子研究に活用されている。

9
ロイバント・サイエンシズ
米国、バイオテクノロジー

3.0%
医薬品の開発と商業化を加速するために多数の子会社を設立し、それぞ
れが特定の疾患領域や技術に特化するバイオ医薬品企業である。

10
ユナイテッド・セラピューティクス
米国、バイオテクノロジー

2.7%
肺動脈性高血圧症（PAH）という希少疾患の治療薬開発を専門として
いるバイオ医薬品企業である。PAHは、肺動脈における異常な高血圧を
特徴とする。

2

組入銘柄数

48

国・地域別配分比率

1 米 国 86.2%

2 オランダ 4.6%

3 英 国 4.4%

4 ドイツ 2.7%

5 デンマーク 2.1%

上記の配分比率は現金を除いた比率です。
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マンスリーコメント

■ 市況
〇株式
12月の米国バイオ医薬関連株式市場は下落となりました（米ドルベース）。
12月の米国株式市場は小幅下落となりました。月初、FRB（米連邦準備制度理事会）の次期議長にNEC（国家経済会

議）のハセット氏が選出される可能性が高いと報じられたほか、経済指標で労働市場の軟化が示唆され、利下げ継続への期待が
高まったことから、株価は底堅い展開となりました。実際、12月のFOMC（米連邦公開市場委員会）では0.25％の利下げが決
定されました。その後、一部のハイテク企業の決算が振るわなかったことに加え、AI（人工知能）関連投資を巡り、資金調達への
懸念やインフラ投資の回収に対する不安が高まり、株価は下げ圧力を受けました。大手半導体メモリー企業の好調な決算が発表
されると、AIの先行きを巡る不透明感が和らぎ、株価は底打ちを見せました。7～9月期のGDP（国内総生産）が堅調だったこと
も好感されました。ただ、年末にかけては、市場参加者が限られるなか、株価は伸び悩む動きとなりました。
こうした環境下、過去半年近く順調に株価が上昇したこともあり、利益確定売りが出やすい地合いとなったことなどから、バイオ医

薬品関連株式が株式市場全体のリターンを下回る結果となりました。

〇為替
米ドル：12月末 156.56円（前月末比 0.04% 米ドル安/円高）
ドル円相場は前月末比ほとんど変わりませんでした。月初、植田日銀総裁の講演を受けて12月の利上げ観測が高まったことに加

え、次期FRB議長候補に対する思惑や雇用関係の経済指標の軟化などを受けて、ドル円は弱含みの展開となりました。 日本で
の地震観測でドル高円安となる場面も見られましたが、FOMCで0.25％の利下げが決定され、金利が低下傾向を示したため、ド
ル円は下落しました。その後、米労働市場の懸念が和らぐと、ドル円に買戻しの動きが見られました。日銀は0.25％の利上げを決
定しましたが、植田日銀総裁の発言が慎重な利上げ姿勢を維持すると解釈されました。最終的に、ドル円は前月末と変わらずの
156円台となりました。

■運用状況
12月の当ファンドの基準価額は下落となりました。株式組入比率は高位を維持しました。12月末の組入銘柄数は48銘柄となり

ました。
保有株式はマイナスに影響しました。個別銘柄では、主力開発薬の主要評価項目の未達成などによるインスメッドの株価下落や、

主に株価上昇に伴う達成感による利益確定の売りが出たアルナイラム・ファーマシューティカルズの株価下落などがマイナスに影響し
ました。12月の為替は、前月比変わらずで、基準価額への影響はありませんでした。

■今後の見通し
バイオ医薬関連株式市場は、薬価引き下げに向けた政治的圧力や個々の企業の臨床試験結果に大きく左右されますが、その

一方で、成長期待から、バイオ医薬品関連株式への継続的な買いが入る可能性もあります。景気動向に影響されにくい成長モデ
ルがあること、技術革新が難病などに適用されて巨額市場を創出すること、高齢化や新興国の人口増と経済水準の高まりに伴い
医療と健康増進への需要が高まること、薬の特許切れによる収益激減を控えた大手企業側による企業や新薬への買収ニーズが
根強いことなど、バイオ医薬セクターは長期的には魅力的な投資先であると当社では考えています。
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世界各国・地域の取引所に上場しているバイオ医薬関連企業が発行する株式等に投資し、信託財産の中長期的な成長と安定
した収益の確保を目指して運用を行います。

銘柄選定にあたっては、カナダの運用会社であるセクトラルアセットマネジメントのアドバイスを受けます。

＜セクトラルアセットマネジメント＞
カナダのモントリオールに本拠を置く独立系のブティック運用会社
バイオテックを含むヘルスケア投資のエキスパート
ピクテ社でヘルスケア投資に携わってきた2名の出身者が設立
■ 2000年設立、スイス・ジュネーブと香港に拠点
■ 運用資産残高約3.90億米ドル
■ 社員数27名、内ファンドマネージャーおよびアナリスト等が13名 （2025年5月末現在）

ファンドの特色

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

ファンドに係わるリスクについて

株式の価格変動
リスク

当ファンドは、主に海外の株式に投資しますので、当ファンドの基準価額は、株式の価格変動の影響を
受けます。株式の価格は政治経済情勢、発行企業の業績、市場の需給を反映して変動し、短期的ま
たは長期的に大きく下落することがあります。このような場合には、当ファンドの基準価額が影響を受け損
失を被ることがあります。

為替変動リスク

当ファンドは、主に外貨建ての株式に投資します（ただし、これに限定されるものではありません）。投資
している通貨が円に対して強く（円安に）なればファンドの基準価額の上昇要因となり、弱く（円高
に）なればファンドの基準価額の下落要因となります。したがって、投資している通貨が対円で下落した
場合には、当ファンドの基準価額が影響を受け損失を被ることがあります。

カントリーリスク
海外に投資を行う場合には、投資する有価証券の発行者に起因するリスクのほか、投資先の国の政
治・経済・社会状況の不安定化や混乱などによって投資した資金の回収が困難になることや、その影響
により投資する有価証券の価格が大きく変動することがあり、基準価額が下落する要因となります。

信用リスク
株式を発行する企業が、経営不安・倒産等に陥った場合、投資した資金が回収できなくなることがありま
す。また、こうした状況に陥ると予想された場合、当該企業の株式等の価値は下落し、当ファンドの基準
価額が下がる要因となる可能性があります。

流動性リスク

急激かつ多量の売買により市場が大きな影響を受けた場合、または市場を取り巻く外部環境に急激な
変化があり、市場規模の縮小や市場の混乱が生じた場合等には、機動的に株式を売買できないことが
あります。このような場合には、効率的な運用が妨げられ、当該株式の価格の下落により、当ファンドの
基準価額が影響を受け損失を被ることがあります。

解約によるファンドの
資金流出に伴う

基準価額変動リスク

解約によるファンドの資金流出に伴い、保有有価証券等を大量に売却しなければならないことがあります。
その際には、市況動向や市場の流動性等の状況によって、保有有価証券を市場実勢と乖離した価格
で売却せざるをえないこともあり、基準価額が大きく下落することがあります。
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お申込みメモ

購入単位 販売会社が定める単位とします。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額となります。

購入代金 販売会社が指定する期日までにお支払いください。

換金単位 最低単位を1口単位として販売会社が定める単位とします。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額から0.3％（信託財産留保額）を控除した価額となります。

換金代金 原則、換金申込受付日から起算して7営業日目から、お申込みの販売会社にてお支払いします。

申込締切時間
原則として午後3時30分までに販売会社が受け付けたものを当日のお申込み受付分とします。
なお、販売会社によっては異なる場合がありますので、詳細は販売会社にご確認ください。

換金制限
ご換金にあたっては、信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口のご解約請求には制限を設ける場
合があります。

購入・換金
申込不可日

ニューヨークの証券取引所または銀行の休業日には申込の受付を行いません。

購入・換金申込受付
の中止及び取消し

金融商品取引所等における取引の停止、その他やむを得ない事情等があるときは、購入・換金のお申
込みの受付を中止すること、および既に受け付けた購入・換金のお申込みの受付を取消す場合がありま
す。

信託期間 無期限とします。（設定日：2023年5月30日）

繰上償還
残存口数が1億口を下回ることとなった場合およびこの信託契約を解約することが受益者のため有利で
あると認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、償還となる場合があります。

決算日 原則、4月26日および10月26日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配 年2回の決算時に、収益分配方針に基づき分配を行います。

課税関係

課税上は株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用
対象となります。当ファンドは、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売
会社により取扱いが異なる場合があります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
※税法が改正された場合等には、変更される場合があります。
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お客様にご負担いただく費用

委託会社その他関係法人の概要

〇委託会社：信託財産の運用業務等を行います。
キャピタル アセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者関東財務局長（金商）第383号
加入協会： 一般社団法人投資信託協会/ 一般社団法人日本投資顧問業協会

〇受託会社：信託財産の保管・管理業務等を行います。
三井住友信託銀行株式会社

〇 お申込時に直接ご負担いただく費用
購入時手数料： 申込受付日の翌営業日の基準価額に3.3％（税抜3.0％）を上限として、販売会社がそれぞれ定め

る料率を乗じて得た金額とします。

〇 ご解約時に直接ご負担いただく費用
信託財産留保額：換金申込受付日の翌営業日の基準価額に対して0.3％

〇 投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用
信託報酬： 信託財産の純資産総額に対して年率1.925％（税抜1.75％）
その他費用： 有価証券等の取引に伴う手数料（売買委託手数料、保管手数料等）、ファンドの監査費用、信託

財産に関する租税、信託事務の処理等に要する諸費用等

※ 上記の費用（手数料等）の合計額は保有される期間等により異なりますので、予め表示することが出来ません。
※ 詳しくは「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

当資料のお取扱いについてのご注意

○ 当資料は、キャピタル アセットマネジメントが作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。
お申込の際には、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）等をご確認の上でご自身でご判断ください。

○ 当資料は、信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。
また、数値、コメント等は過去の実績に基づくものであり、将来の運用成果および市場環境の変動を示唆・保証するものでは
ありません。

○ 当資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針通りの
運用が行われない場合もあります。

○ 投資信託は、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。

○ 投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、基準価額は変動し
ます。従って投資元本や利回りが保証されているものではありません。信託財産に生じた利益および損失は、全て投資者に
帰属します。

○ 投資信託は、預金または保険契約とは異なります。預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありませ
ん。また、登録金融機関から購入した場合は、投資者保護基金の支払対象とはなりません。
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販売会社（五十音順）

金融商品取引業者等の名称 登録番号

日
本
証
券
業
協
会

一
般
社
団
法
人

日
本
投
資
顧
問
業
協
会

一
般
社
団
法
人

金
融
先
物
取
引
業
協
会

一
般
社
団
法
人

第
二
種
金
融
商
品
取
引
業
協
会

株式会社イオン銀行
(委託金融商品取引業者 マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者 株式会社SBI証券)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者 マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

キャピタル・パートナーズ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第62号 ○ ○

大熊本証券株式会社 金融商品取引業者 九州財務局長（金商）第1号 ○

東武証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第120号 ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

丸八証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第20号 ○

明和證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第185号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○
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